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はじめに 
 ここ数年来、頻繁に目にするようになった用語

の一つに「ヘイトスピーチ」がある。一般的には、

社会的少数者すなわちマイノリティとされる人々

を対象とし、差別や迫害を目的として行う表現活

動を指す言葉だと理解される。「ヘイトスピーチが

マイノリティの人々を傷つける」ということを耳

にした時、それがどんなことを意味するのか、私

たちは正確に理解しているだろうか。ヘイトスピ

ーチの実態は一体どんなもので、マイノリティの

何が傷つけられるのか。同じ差別的な思想を動機

とした活動でも、暴力行為であれば法的に裁かれ、

表現であるというだけで裁かれないのは何故か。

両者の間に違いはあるのか。本稿はこうした問い

に対し、言語行為論などの観点からアプローチを

試みるものである。マイノリティに対する侮蔑の

言葉は、決して言葉が投げかけられたその瞬間に

のみ起因し、効力を発揮するものではない。ヘイ

トスピーチは通時的・反復的にマイノリティのア

イデンティティを貶め、マイノリティにとっての

「自分」という存在そのものにまで深い傷を負わせ

る恐れのある悪質な表現活動なのである。 
 内野正幸『差別的表現』（有斐閣、1990 年）は、

マイノリティの人々の心身を深く傷つけるヘイト

スピーチ（本書中では「差別的表現」）に対しどの

ように法的規制を行うか、という問題を具体的か

つ革新的に論じた重要書である。著者は本書を通

じ、ヘイトスピーチはマイノリティに対し被害を

生むものであり、法的に規制し得ると述べる。そ

の第一の理由としては、他のヘイトスピーチ法を

有する国々を見た際、国内で何の立法措置も取っ

ていない日本は少数派であるという点。なおかつ、

人種差別撤廃条例に加盟する日本は本来ヘイトス

ピーチ法を国内的に整備する義務を負っている点

が挙げられる。更に著者は、差別的な言論に対し

ては被差別者もまた同じ言論で対抗しうるという

論理はマイノリティ側の実情を見れば不可能であ

ると述べ、ヘイトスピーチ法の制定に一定程度の

妥当性があることを指摘している。 
 だが、今日に至ってもなお、日本国内のヘイト

スピーチ法は整備されないままであるのが現状だ。

むしろここ 1、2 年になってようやく、レイシズム

の高まりを受け必要性が説かれるようになってい

る。なぜヘイトスピーチ法の必要性が説かれるよ

うになるまでに本書から 20 年余りの隔たりがあ

るのかといえば、本書の発刊後法学界・憲法学界

は本書の見解とは正反対の道を辿り、最終的には

「言論は言論である限りにおいて被害を生まない」

という結論に至ることになるからである。だが、

言語的な表現が被害を生まないとする法学界の潮

流が今日のレイシズムの高まりにも対応できるほ

ど現状に即しているとは言えないだろう。またそ

れとは逆に、「ヘイトスピーチは言論ではないがゆ

えに被害を生む」というロジックが必ずしも正し

いとは限らない。差別や迫害に晒されるマイノリ

ティの事例に限らず、私たちは常に、言語によっ

て人を傷つけ、傷つけられるという実感を持ちな

がら生きている。侮蔑の言葉を受けたという時、

私たちは言語表現による、言語表現によってしか

生じえない傷を受けているように思われてならな

い。 
 言葉でしか生じえない傷が存在するのなら、一

体何に起因するものなのかという疑問が当然浮か

ぶ。これに対する答えは、「私たち」という主体は

そもそも言語によって規定された存在なのだとい
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うことだ。私たちは常に、他者に向かって名を呼

びかけ、呼びかけられながら存在している。私た

ちという主体は他者に名を呼ばれることによって

初めて規定される存在である。蔑称という形での

呼びかけを受けた被害者たちは、蔑みの言葉によ

って自己を規定しなければならないという意味で、

主体を獲得する＝自分自身が存在する段階から既

に傷を負っている。よって、蔑称という中傷の形

態は被害者に言葉によってしか生じない傷を負わ

せるのである。マイノリティ被害者が、ひいては

私たちが自分という主体を認識し続けていく限り、

言語的な痛みは持続し続ける。これほど深刻で逃

れがたい苦痛はないだろう。マイノリティに向け

た侮蔑の言葉や蔑称は、明らかに言語によって獲

得される被害者の「身体」を傷つけている。そう

した意味で、言葉によって負う傷は物理的な暴力

によって負う傷より浅いとは、決して言えないも

のだ。 
 本稿では、法学的な議論が「言論による被害は

存在するか」という問題を巡って辿ってきた経緯

を追跡しながら、言葉による傷がどういったもの

であるのかという問いに対する答えを導き出した

いと考える。上記のようなねらいを踏まえた上で、

まず第 1 章では、ヘイトスピーチがマイノリティ

被害者に対し与える被害に関する著者の見解と、

法学界で大きな波紋を呼ぶこととなる、著者によ

る差別的表現規制法の私案「内野私案」を見たい。

第 2 章ではその後法学の内外で展開された議論と

その帰結、さらには現在法学界において最新の議

論がどのような性質を帯びているのかについて考

察する。ここで、ヘイトスピーチ問題における立

法措置の可能性と限界を概観することができるだ

ろう。次に第 3 章では、法学的見地とは異なった

視点からこの問題に切り込む必要性について論じ

る。本稿は主に法学界における議論に多くの部分

を割いている。ただし、法学的な議論の変遷を扱

いながらも、最終的にヘイトスピーチの合法／非

合法を問うものではないことをここで書き添えて

おきたい。今後ヘイトスピーチの問題、ひいては

言語と暴力の問題を考える上で、法学的な視点か

らでは説明のできない問題も出てこよう。本稿が、

今後の法学以外での研究の可能性を提示できれば

幸いである。 

1. ヘイトスピーチ規制の試み 
1-1. 問題背景 

2013 年 10 月 7 日、在日特権を許さない市民の

会、いわゆる在特会に街宣の差止めと損害賠償責

任を認める判決が下った。在特会はその名前から

も分かる通り、外国人の日本からの排斥を目的と

して掲げる団体である。在日外国人、主に在日朝

鮮・韓国人が「在日特権」を有していると主張し、

外国人が日本人よりも優遇されることは許さない、

と訴える。長い歴史のある団体ではないが、特に

この 10 年ほどのあいだに活動を拡大してきた。保

守派を自称し、活動は排外主義的主張活動に留ま

らない。しかし、「在特会」の名が世間一般に知ら

れるようになったのは、2013 年 2 月頃から顕著に

なった東京・新大久保での民族差別的なデモ活動

によってである。デモ行進でのプラカードにはさ

まざまな在日コリアン差別の言葉が並ぶ。なかに

は「朝鮮人は皆殺し」「良い韓国人も悪い韓国人も

どちらも殺せ」といったプラカードを掲げる参加

者も少なくない。特に、今まで日本社会における

少数者差別をそれほど意識していなかった者にと

って、在特会の与えた衝撃は並々ならぬものがあ

る。在特会は、極めてショッキングな形で日本社

会に潜むレイシズムを可視化したのである。 
在特会の台頭とともに広く世に知られるように

なった用語が、冒頭に述べた「ヘイトスピーチ

（hate speech）」である。欧米においては差別的な

表現活動を示す用語として以前から存在した言葉

であるが、日本の場合は幸か不幸か、在特会の台

頭を機に急激に認知度と注目度を上昇させている

印象を受ける。ヘイトスピーチは、狭義には差別

的思想を含んだ言語表現のことを指し、広義には

絵画表現や相手のアイデンティティの破壊を示唆

する物の破壊行為（たとえば、国旗の焼却など）

をも意味する。在特会が旨とする排外主義的な言

動はヘイトスピーチにあたり、デモ活動はヘイト

スピーチデモとなる。今回在特会に下された決定

もまた、悪質なヘイトスピーチを行ったかどによ

るものであった。 
京都地裁が判決を下した事件は 2009 年に起こ

った。標的は、京都朝鮮第一初級学校の生徒であ

る。在特会は 2009 年 12 月 4 日、運動場がないた

めに公園を利用していた同校の児童に対し「公園
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を不法占拠している」と言いがかりをつけ、1 時

間あまりにわたって誹謗・中傷を浴びせ続けた。

児童は怯え、パニックに陥ったが、駆けつけた警

察はあくまで仲裁という立場を崩さなかった。そ

の後、学校および弁護団側の働きかけによる民事

仮処分の後、3 年にわたる裁判を経て今年、判決

が下ったのだった。毎日新聞は京都地裁の判決に

関し、在特会の言動は人種差別撤廃条約の定める

人種差別に該当するという橋詰均裁判長の見解を

指摘。悪質な差別的表現の規制を定めた法、すな

わちヘイトスピーチ法制定の議論がこれをきっか

けに促進されるだろうという見通しを示している 1。 
 京都地裁が下した判決は、極めて異例なもので

ある。というのも、これまでの日本の議論の中で

は、ヘイトスピーチは日本国憲法第 21 条に見られ

る表現の自由によって保護される、と考えられる

傾向にあったからである。ヘイトスピーチは言論

の一形態であり、自らの思想を「表現」する活動

に過ぎないのであって、犯罪「行為」とは異なる。

「言葉は、言葉である以上他者を傷つけることはな

い」。やや大雑把に過ぎるまとめ方かもしれないが、

後述するように日本の法学界・憲法学界ではこう

した認識が長い間主流の考え方であった。 
国家が公権力を用い、言論をその内容によって

峻別する行為は、民主主義国家の重要な支柱であ

る表現の自由を侵害しかねない。それは、日本国

憲法 21 条が定める表現の自由に反するものであ

り、違憲である。こうした主張も、一定程度の説

得力を持つものだ。表現の自由が悪質な言論の規

制よりも優先されるべきであるとする考えは、確

かに戦前から戦後にかけての苦い記憶を持つ日本

で法律を研究する者にとっては当然のものである

かもしれない。だが表現の自由という「壁」に行

く手を阻まれたまま、激化するヘイトスピーチに

対して何の方策も取らず手をこまねいているだけ

でよいのか、という疑問は残る。事実、ここ 1，2
年で前田朗などに代表される立法賛成派によって、

ヘイトスピーチ法の必要性は盛んに説かれるよう

になってきた。 
そんな中、「ヘイトスピーチ」という語が流行語

                                                        
1 毎日 jp ニュース 記事 京都地裁：在特会街宣に賠償

命令…人種差別と認定
http://mainichi.jp/select/news/20131007k0000e040156000c
.html（2013 年 10 月 22 日アクセス） 

に選ばれた 2013 年から遡ること 23 年、いち早く

「少数者差別を目的とした表現活動」という意味で

のヘイトスピーチという概念を導入したのが、本

書である。次項で、詳しく見ていきたい。 
 

1-2. 内野私案  
まず結論から言うならば、「違憲にならない範

囲内でヘイトスピーチ法の制定は可能であろう」

というのが当時の著者の見解である。すなわち、

「マイノリティを傷つける思想を含むものとし

て、許容されない言語表現が存在する」と著者

は結論付けている。 
本書は、差別表現禁止法の私案を柱として差別

表現による被害の実態とは何か、それによりど

のような立法案が考え得るかという問題に誠実

に取り組んでいる。有斐閣から本書が出版され

た 1990 年当時、被差別部落に対するヘイトスピ

ーチの問題が取りざたされていた。この時期に

不特定多数への少数者差別を目的とした嫌がら

せや脅迫といった行為に対しヘイトスピーチと

いう視点を持ちこんだのは本書が初めてである

と言ってよいだろう。また、日本とアメリカの

みならず欧州諸国にまで研究の手を伸ばしてい

る点で非常に広い視野を有した文献である。ヘ

イトスピーチへの関心が急速に高まっている現

在、本書に比べてもより詳細な研究が進みつつ

あるとはいえ、ヘイトスピーチの問題に取り組

もうという際に手にするものとして不足はない

と言える。何より評価したいのは、著者の観点

が法学以外の分野にも開かれており、極めてラ

ディカルであるという点である。 
そもそも「差別的表現」、すなわちヘイトスピ

ーチがどういった性質であるのか、といった根

本的な定義から著者は議論を始めている。差別

的表現とは、「ユダヤ人、黒人、被差別部落民な

どなどの少数者集団（マイノリティ）に対する

侮辱、名誉棄損、憎悪、排斥、差別などを内容

とする表現行為であって、しかも、ある少数者

集団の全体ないし一定部分を対象にするものの

ことをいう」 2。従来の議論では、差別的表現と

は主にメディア・出版業界において「差別であ

る」と糾弾されかねない語や言い回しのことを

                                                        
2 内野（1990）、p. 174。 
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指すことが多かったが、本書における定義はそ

ういった文脈での用法とは大きく異なるもので

ある。著者が定義の基準とするのは、1965 年に

国連総会で採択された人種差別撤廃条約の 1 条

だ。人種差別撤廃条約が射程の範囲に入れてい

るのは人種差別とそれに類する階級差別などで

あり、同条約の解釈から導き出される帰結とし

て、日本であれば被差別部落民をそこに含める

ことができるだろうと著者は述べる。なお、少

数者差別という点では身体障碍者や女性といっ

た集団を視野に入れることも考えられるが、著

者はそれを「人種差別撤廃条約のカバーする事

柄ではない」 3 と見ており、また女性差別につ

いても、ポルノグラフィの法的規制といった問

題において消極的な姿勢を示している 。 
以下は本書の構成である。 
 
はじめに 
 
1 表現の自由とは何か 
  1 表現の自由の重要性 
  2 反人道的な言論も保護されるか 
  3 価値の高い表現と低い表現？ 
 
2 人種的憎悪煽動の禁止 
  1 人種差別撤廃条約 4 条 
  2 国際人権条約の流れ 
 
3 自由主義諸国の苦悩 
  1 アメリカ 
  2 イギリス 
  3 フランス 
  4 西ドイツ 
  5 カナダ 
  6 まとめ 
 
4 揺れ動くアメリカの裁判例 
  1 象徴的な人種的侮辱事件 
  2 多発する人種的侮辱事件 
 
5 表現の自由と集団ひぼうの禁止 
  1 表現の自由の擁護派 

                                                        
3 同上 p. 174。 

  2 対立する価値の調和を目指して 
  3 争点の交通整理 
  4 民事救済は可能か 
 
6 部落差別的表現の規制 
  1 今日の部落問題 
  2 対立する見解 
  3 差別的表現は禁止できるか 
  4 具体的な提案 
 
7 女性差別的表現としてのポルノ 
  1 ポルノにも自由は保障されるか 
  2 反ポルノ運動の成功と挫折 
  3  反ポルノ条例に対するさまざまの意見 
  4 ポルノにどう立ち向かうべきか 
 

 まず、何といっても肝となるのは 6-4「具体的

な提案」にある内野私案であり、ヘイトスピーチ

法の制定に妥当性があると結論づけている部分で

あろう。この結論を導き出すために、本書は、1-1
「表現の自由の重要性」において従来の議論を法律

学の専門外の読者に対しても分かりやすいよう洗

い直す所から出発している。従来の議論とは、表

現の自由は民主主義国家の基本原則であり、悪質

な表現は法的規制によってではなく「思想の自由

市場」のなかで淘汰されていくべきものである、

というものであった。著者はそこに、おなじ「表

現」の中にも「価値が高い表現」と「価値が低い

表現」が存在するという議論を持ちこむことで、

必ずしも表現の自由が絶対・不動の位置に存在す

るものではないことを明らかにする。更に議論の

争点となるのが、2-1「人種差別撤廃条約 4 条」で

ある。人種差別撤廃条約は上述のように一つの国

際的な基準として「人種差別」の定義を提供し、4
条において「人種差別の扇動」あるいは「流布」

を禁止している。当然のことながら、条約批准国

はこれに従う義務がある。にも拘わらず、日本を

はじめとした様々な国で議論が膠着状態におちい

っているのは、多くの国における批准が「留保」

あるいは「解釈宣言」を付したものであるからだ。

「留保」というのは、条約批准はあくまで国内の法

体系と折衷するかたちでのものであるという但し

書きのようなものであり、「解釈宣言」もまた同じ
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く、一国内で特定の意味に解釈するという宣言で

ある。この「留保」あるいは「解釈宣言」がある

ために（あるいはこれを口実として）具体的な立

法措置には至っていない国は少なくない。日本も

また、立法措置は不要だという立場にある国の一

つである。ただし世界的な潮流が一律に法的規制

反対の方向を向いているかといえば、そうではな

い。著者は 3「自由主義諸国の苦悩」において、

欧州を中心とした自由主義諸国において表現の自

由と差別的言論の問題がどう扱われてきたかを俯

瞰する。日本においてはもっぱらアメリカの憲法

学会が参照されがちであるが、欧州の立法状況を

見ればむしろ日米のケースが少数派であり、アメ

リカ以外にも参照する対象とすべき国は多い。た

だアメリカにおいてはやはり、明らかに違憲派の

ほうが優勢なことは事実だ。 
 著者はそうした中、日本における部落差別の

問題に言及する。部落民の生存を脅かすような

極めて悪質な言論に対し、言論で対抗せよとい

うのは「ばかげた」ことだと著者は述べる。差

別的な言論に対しては、いわゆる「対抗言論」

では対処しきれないというのだ。さらに、人種

差別的思想には啓蒙・教育こそが必要だとする

意見に対しても立法の教育的価値を主張し、最

終的に、法の制定には「かなり説得力のある合

理的な理由があるのであり、違憲とはならない」
4と結論付けている。そのうえで、著者が提示す

る私案が以下のとおりである。 
 
 内野正幸私案  
「（第 1 項） 日本国内に在住している、身分

的出身、人種または民族によって識別される

少数者集団をことさらに侮辱する意図をもっ

て、その集団を侮辱した者は、……の刑に処

す。 
（第 2 項） 前項の少数者集団に属する個人を、

その集団への帰属のゆえに公然と侮辱した者

についても、同じとする。 
（第 3 項） 前 2 項にいう侮辱とは、少数者集

団もしくはそれに属する個人に対する殺傷、

追放または排除の主張を通じて行う侮辱を含

むものとする。 

                                                        
4 同上、p. 157。 

（第 4 項） 本条の罪は、少数者集団に属する

個人またはそれによって構成される団体によ

る告訴 待ってこれを論ず。」 5 
 

 著者は、法の適応範囲において差別的表現だ

けが対象となるよう「ことさらに侮辱する意図」

という文句を第 1 項の中に取り入れている。実

際のところ、この文言によってどの程度正確に

表現の峻別が可能であるのかはやや疑問である。

しかしながら、個人に対する名誉棄損ではカバ

ーしきれない集団差別を主な対象としている点

で著者の思惑は明確だ。内野私案はマイノリテ

ィに対する集団誹謗を真っ向から禁じようとす

る法の立案なのである。 
 
2. 規制されることのない言論 
2-1. 内野私案に対する批判とその後の潮流 
 前章において、著者が私案によって「被害を生

む言論が存在する」、「悪質な言論は法的に規制し

得る」という見解を示すに至った経緯を見た。し

かしながら、この著者の私案は決して主流にはな

らず、日本法学界の潮流は正反対の方向へと向か

うこととなる。冒頭で述べたように、「言論が被害

を生むことはない」という見解が法学のマジョリ

ティを占めるようになるのである。 
 発刊直後、本書には数多くの批評が寄せられた。

著者自身その後の著書の中で様々な批評があると

いう認識を示しており、「弁解」という形で補足の

説明を試みている。曰く、私案は不出来なもので

あったかもしれないが、合憲になる範囲の中でで

きる限り差別的表現のみを規制できるよう工夫し

たものであるということだ 6。内野私案に対する

その後のまとまった議論としては、市川正人が『表

現の自由の法理』で詳しく批評をしている。 
 結論から言えば、市川は内容によって表現を法

的に規制することは許されず、人種差別撤廃条約

に関してもそれをそのまま禁止・処罰するような

法律は認められないとする 7。市川の主張の根拠

は、第一に、差別的表現に対しても他の表現と同

様、「表現の自由市場」における対抗言論によって

                                                        
5 同上、p. 168。 
6 内野（1992）、p. 206。 
7 市川（2003）、p. 63。 
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対処することが可能であるというものだ。差別的

表現を規制するには対抗言論による措置が極めて

困難であるという論証が必要であるが、「日本社会

がそこまで差別と偏見に満ち満ちているというこ

とは差別的表現処罰法支持論者によって証明され

てはいない」8。また本書の中で検討された「表現

の高い価値と低い価値」という説に関しては、差

別的表現もまたなんらかの価値を持っているであ

ろうと述べる。市川は、「特にひどい」侮辱表現に

関してのみ集団侮辱的表現として裁くことが可能

と見ているが、そもそもそのような「特にひどい」

差別は日本においては存在しないと見ている。更

には、表現の自由を守らなければいけない根拠と

して日本において「表現の自由が真に根づいたと

言い難い」ことを危惧しているようである 9。 
 法学者の前田朗は、本書の発刊当時からその後

の憲法学の流れを俯瞰し、本書に対して憲法学界

の内外から投げかけられた意見の多くは反対意見

であった点を指摘する。特に決定的となったのは

上記の市川説であり、市川説によって「「差別表現

の自由はあるか」との問いに対する日本憲法学の

到達点は、「差別表現は自由であり、刑事規制して

はならない」というものとなった」10。端的には、

憲法学の立場から言えば「差別的表現は自由であ

る」という結論に至ったことになる。しかし前田

が疑問として提示している通り、市川の言う対抗

言論によってヘイトスピーチに対処可能であると

する主張には疑問を感じざるをえない。 
 前田をはじめとして、近年激化するレイシズム

の波を受け、法学・憲法学界における差別的表現

を巡る議論にははっきりとした変化が見られる。

それと同時に、ヘイトスピーチを巡る議論の舞台

となっているのはやはり法学界・法曹界である。

それ以外の分野におけるヘイトスピーチ研究は不

十分かつ未成熟であると言わざるを得ないが、現

在はまずヘイトスピーチ法の制定が急がれるとい

う意識もまたこの問題に関わる研究者が押しなべ

て抱いている危機感でもあるのだろう。 
 

                                                        
8 同上、p. 60。 
9 同上、p. 63。 
10 前田朗 Blog「差別表現の自由はあるか（4）」
http://maeda-akira.blogspot.jp/2012/11/blog-post_8.html（2013
年 9 月 1 日アクセス）。 

2-2. ヘイトスピーチ被害の根源はどこか？ 
言論が被害を生むことはない、という旧来の法

学界の潮流に、疑問を呈す声は確実に増えつつあ

る。しかし、現在の法学界が「言論は被害を生ま

ない」という帰結から脱したのか、そして今後脱

する見込みがあるのかという問いに対してはやや

懐疑的にならざるを得ない。今後様々な代替案が

提示されていくだろうことを念頭に置いてもなお、

言語が人を傷つけることは本当にないのか、とい

う疑問に対する法学界の姿勢には限界があるので

はないだろうか。 
 前述したとおり、今最も精力的にヘイトスピー

チの問題に取り組んでいるのが前田朗である。前

田の主張は、ヘイトスピーチを「言論」としてよ

りも「少数者差別」の一形態として捉えなおそう

という所に特徴がある。前田によれば、ヘイトス

ピーチという用語は言論という側面を持っていな

がら、むしろ少数者差別に基づく暴力・脅迫・迫

害の文脈でこそ捉えるべきものである 11。ヘイト

スピーチにまつわる議論は、今まで見てきたよう

に法学界における蓄積もあり、保護すべき表現と

マイノリティの人権という二項対立的な問題に収

斂していってしまうきらいがあった。マイノリテ

ィに及ぶ被害という面に関してはあまり語られず、

ゆえに問題の本質が見逃されてしまいがちになる。

問題の本質とは、前田が言うところによれば少数

者差別という問題だ。これは、一見法学界での議

論に欠如していた「マイノリティが受ける被害」

の問題を補うものであるかのように見える。 
 差別的な言葉を投げかけられたマイノリティが

心身に深い傷を負うことは、冒頭で述べた京都朝

鮮第一初級学校の例を見ても明らかであろう。次

に浮かぶのは、何が被差別者を傷つけるのか、被

差別者が感じる痛みの根源はなんなのか、という

素朴な疑問である。前田は、ヘイトスピーチが言

論という側面を持つのは事実であるが、同時に脅

迫や迫害という面も併せ持っていると主張する。

この言論以外の側面が被差別者にとって深刻な被

害を生むというのである。だが、被差別者がヘイ

トスピーチを投げかけられた際に深い傷を負うの

は、ヘイトスピーチが「言論というよりも差別」

だからという理由に過ぎないのだろうか。ヘイト

                                                        
11 前田（2013a）、p. 19。 
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スピーチが言論以外の性格を持っており、言論以

外の部分が被差別者に傷を負わせるのだというロ

ジックはつまるところ、「言論が人を傷つけること

はない」という法学界の帰結に対し正面衝突を避

けた結果であるとは言えないだろうか。前田の説

は一見、「言語」と犯罪「行為」の二項対立的な構

造から脱する論理を呈示してくれるように見える

ものの、言葉が人を傷つけるのではないかという

疑問には答えていないことになる。ヘイトスピー

チの何が被差別者を傷つけるのかと考えた時、ヘ

イトスピーチの言語という側面、あるいは性質が

何の要因にもなっていないと断言できるようには、

評者には思えない。差別的な意図を持って直接的

な暴力を加える「行為」と、同様のメッセージを

相手に向かって投げつける「表現」とは、果たし

て与える傷という点において同質なのだろうか。 
 尤も、本書内の私案においても処罰の基準を説

明する際、「ことさらに侮辱する意図」が存在する

か否かという部分に判断基準を置いているところ

から、ヘイトスピーチの少数者差別という側面が

最も大きい要素の一つであることは言うまでもな

い。また、早急な立法が求められる現在の問題状

況において、前田説がヘイトスピーチ法制定に向

けて有効に働く可能性はあるだろう。前田の論理

は極めて明快である。しかし言語と暴力の問題を

考える時、「表現」と「行為」の境界線がそれほど

明確に区別できるものではなく、それほど容易に

結論づけられる問題ではないこともまた事実では

ないだろうか。 
 
3. 言語的な傷 
3-1. 言語行為論による超克 
 言語は、他者に及ぼす暴力性を持たないという

点において、結局言語に過ぎないのだろうかとい

う疑問。また、「表現」と「行為」を巡る議論は、

主にアメリカでのヘイトスピーチ研究の中で意見

が闘わされてきた。主にアメリカのヘイトスピー

チ研究において、特筆すべきは言語学者の J.L.オ
ースティンによる言語行為論であろう。オーステ

ィンの言語行為論は「言語」と「行為」とを一つ

の連続したものとして捉えるものであり、それに

よって、少数者憎悪の表現を表現以上のものとし

て捉えることが可能になる。 

 言語学の内外に多大な影響を与えたオースティ

ンの How to Do Things With Words は 1962 年に出版

された。言語行為論の最も典型的な例として、「約

束する」という言葉がある。オースティンによれ

ば、私たちは「約束する」という言葉を発する時、

単に約束という行為を言語的に表現、あるいは記

述しているのではない。私たちは「約束する」と

いう言葉を発することによって、実際に約束とい

う行為を遂行していると、オースティンは言うの

だ。 
 言語行為論の考え方からすれば、ヘイトスピー

チは人種差別的思想を言論によって主張するだけ

でなく、それを口にすることで人種差別を実際に

遂行しているということになる。もっとも、ヘイ

トスピーチへの応用がオースティンの主眼であっ

たわけではない。言語行為論のヘイトスピーチの

文脈への応用は、主にマッキノンやマリ・マツダ

といったヘイトスピーチ法賛成の立場を取る社会

学者たちの手によって担われてきた経緯がある。

例えば、フェミニストであるキャサリン・マッキ

ノンはポルノグラフィ規制という文脈において

「表現」と「行為」の関係性を問い直してきた。マ

ッキノンによれば、ポルノグラフィがもたらす害

悪のもっとも大きなものはそれが「語っている」

ことではなく「していること」である。ポルノグ

ラフィは単なる観念ではなくセックスそのもので

あり、「ポルノグラフそのものが一種の行為」なの

だ（マッキノン、2011）。ポルノグラフィは単に現

実を反映しているに過ぎないのではなく、それ自

体女性への抑圧という現実を生み出すものである。

それゆえ、ポルノの法的規制には妥当性があると

いう主張である。 
 一方、マリ・マツダ、そしてR.ローレンスらの

レイシズムとヘイトスピーチを巡る議論は主に

1980 年代のキャンパス内差別の問題を受け注目

を集めた。人種差別的表現の法的規制を求めた

Words That Wound(1993)の中で、ローレンスは人種

差別は表現であると同時に行為であり、行為もま

た人種差別的表現を含む限りでのみ「人種差別」

とみなしうることを述べている。具体的には、ポ

ルノグラフィと同様、ホテルの窓に「白人限定」

の文字がかけられていたとしればそれは言論であ

る以上に、黒人への差別という行為を遂行してい
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るものである 12。共著者であるマリ・マツダは、

ヘイトスピーチに対する国家の沈黙は人種差別を

増長させ、国家による保護が与えられないことで

被差別者は「二次的に傷を負う（second injury）」
ものであると述べた 13。 
 マツダら、そしてマッキノンの議論は、表現と

行為を不可分のものであるとし、ヘイトスピーチ

への国の介入を要請しているという点で一致して

いる。両者の議論は、人種主義・性差別主義に基

づく言語活動から実際に被害が生じ得るのだとい

う理論を明確に打ち出している。ここで強調した

いのは、両者の議論が法的規制の必然性を証明し

ているという点にあるのではなく、表現（=言語）

と行為との二項対立を超克するものとして、言語

行為論があらたな視座を提供したという事実であ

る。  
 
3-2. 言語活動固有の被害 
 ヘイトスピーチが合法か、非合法かを問う以前

に、ヘイトスピーチ被害の根本はどこにあるのか

という部分に主眼を置き、ここまで議論を進めて

きた。法学界の限界として、「言論が及ぼす被害」

という問題の回答には現段階では到達できていな

いということ。そして、異なった視点から見れば

決して言語的表現による被害がないものとは言え

ないということが挙げられる。ヘイトスピーチが

悪質であるのは、ヘイトスピーチが「差別」や「迫

害」といったマイノリティへの侮蔑を言語的に表

現しているからこそである。その最も深刻な被害

とは、マイノリティ被害者が他者から言語的な認

識を受ける際、侮蔑という言語的表現でもって自

らを規定しなければならない苦痛によるものであ

る。なぜなら、私たちは決して他者からの「呼び

かけ」なしに存在することはできないからだ。言

語はそれ自体、暴力性を帯びたものであって、我々

は言語の暴力性に取り囲まれながら生きている。 
 このような、言語の持つ暴力性について考察を

巡らせたのは、哲学者であるジュディス・バトラ

ーだ。バトラーはフェミニストとして、あるいは

クイア研究の分野でも名を知られている。バトラ

ーもまた、前述のような言語行為論によりヘイト

                                                        
12 Matsuda et al.(1993), p. 62. 
13 Ibid., p. 49. 

スピーチの問題を説明しようと試みている点では

マッキノンやマリ・マツダと近い。しかしバトラ

ーの議論は単に、少数者差別を目的として言語表

現を口にすることがすなわち差別を実行している

といった単純明快なものではない。同時に、ヘイ

トスピーチを法的に規制しようという試みとも異

なる。バトラーはマッキノンらの議論からもう一

歩踏み込み、どのようにして法的規制に訴えるこ

となく被差別者が置かれた不利な状況からの転覆

を試みるかということを模索している。公権力に

よる規制という解決法には、どちらかといえばむ

しろ懐疑的なのである。 
 ただ、バトラーが法的規制を回避しようという

立場にあるとは言っても、ここでは決してオルタ

ナティブとしての解決手段を早急に提示しようと

いうのではない。バトラーの議論は、合法か、非

合法かというはっきりとした二分法以上の問いを

私たちに投げかける。それは、言語的な慣習に縛

られる「私たち」という自己はそもそも、言語的

な暴力にさらされた存在なのではないか、という

問いだ。著書『触発する言葉 言語・権力・行為

体』（2004 年）のなかで、バトラーは法廷という

場でポルノ化されていく黒人女性の言説といった

例を用いながら被差別者の主体があらかじめ「検

閲」される過程、そこに存在する言葉の持つ暴力

性を論じていく。最終的にバトラーの議論は検閲

がもたらす公権力による抑圧という問題に収束し

ていくのであるが、彼女が最初に発した問い、す

なわち呼びかけにより生じる自己という極めて危

うい主体性というものの中にこそ、本質の一つは

秘められているように思える。 
 “Niger”や“Queer”といった言葉は今でこそ文脈

によっては肯定的に解釈されることもあるが、

元々は人種差別・性差別的な思想を含んだ「蔑称」

である。バトラーによれば、「名称（蔑称）で呼ば

れることが、人が最初に学ぶ、言葉による中傷の

形態である」14。更には、「言語の次元で呼びかけ

られることによって」初めて私たちは存在し得る

ものなのだ 15。呼びかけに応じられる「私」とい

う主体は他者による承認という外的要因により前

もって規定されているにも関わらず、その「呼び

                                                        
14 バトラー（2004）、p. 4。 
15 同上、p. 8-9。 
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かけ」によってしか私たちとは存在しえない。他

者に承認されることのない「私」は存在すること

ができず、「私」という主体はそもそも、ある種の

権力関係の中から生まれるものなのである。 
 バトラーによれば、差別や迫害から脱却する方

策は、主に民族・セクシュアリティなど自身のア

イデンティティによって社会的に不利な立場に置

かれた人々自身の手で、“Niger”や“Queer”といっ

た侮蔑の言葉を「意味づけし直し」ていくという

過程にある。初めはマイノリティの人々を蔑む目

的で投げかけられていた侮蔑の名を、被差別者の

手により主体的な言葉へと変えていくこと。確か

にそれは、魅力的な可能性だ。しかしそれ以上に

強調したいのは、明らかに、言語的にしか形成さ

れない「私」は言語的にのみ生じる傷を負う存在

であるということだ。「呼びかけ」が私という主体

を存在せしめるものであるのなら、まさしく蔑称

は被差別者の主体へ傷を負わせるものなのである。 
 京都朝鮮第一初級学校の事件で被害を受けた被

害者は言葉による差別・迫害という形での被害を

受けた。ヘイトスピーチによる被害は肉体的に受

ける傷のように目に見えるものではないが、通時

的に持続する痛みを被害者にもたらす。被害者の

生徒の中には、街中で物売りの拡声器の音を聞く

たびにレイシスト達のスピーチを思いかえし、体

に不調を覚えてしまうといった例もあるという。

ヘイトスピーチを受けたことによる苦痛とは生命

が脅かされるという恐怖もさることながら、その

ようにして「呼びかけ」られる自己という存在が

侮蔑の言葉により作られているという感覚に起因

しているのではないだろうか。街頭でヘイトスピ

ーチデモが繰り返され、インターネット上でマイ

ノリティへの蔑称が表出するたびに、被害者の自

己は生み出され続けている。呼びかけにより生じ

た被害者自身の主体はそれそのものが痛みとなり、

自らを認識する度に痛みを引き起こし、あるいは

生涯にわたって被害を及ぼし続けるのである。 
 
おわりに 
 日々ヘイトスピーチがその激しさを増す中で、

現代日本は悪質な言語表現の何が被害を生み、被

害の質はどういったものであるのか、という疑問

に対する答えを呈示しなければならない段階に来

ている。弁護士でもある師岡康子は、何よりもま

ず「マイノリティ被害者の自死を選ぶほどの苦し

みをどう止めるか」 16が先決であると述べる。著

者もまた、当時現在の法学界ほどの差し迫った危

機感を抱いてはいなかっただろうとはいえ、確か

に差別的な言語表現による被害が存在すると感じ

たがゆえに規制法の私案を提示したのではないだ

ろうか。著者の私案は決して現在の状況による要

請に全て応えられるものではないが、十分な示唆

を与えてくれるものとして読み解くことができる

だろう。それと同時に、社会的に不利な立場に置

かれた人々に対する著者の姿勢も、今後ヘイトス

ピーチ研究が進められていく中で再度検討される

べきものだ。 
法的な規制が必要とされる一方で、ヘイトスピ

ーチには別の角度から接近を心みることでしか見

えてこない面が存在するということは、本稿を通

し見てきたとおりである。被害者の何が傷つけら

れるのか、という問題は一見初歩的な疑問である

ように見えるが、本当のところは深く探究する余

地のある問題だ。この問いに対する回答からも著

者による模索の様子がうかがえる。著者は、被害

者たちの受ける被害を「名誉」ではなく「名誉感

情」に対する棄損であると位置づけている。被害

の本質を被害者の社会的地位や信用にではなく、

また実際の身体とも異なる部分に求めているとい

う点で、意外にも著者の見解はバトラーの認識と

近いところにあるのではないだろうか。被害はマ

イノリティ被害者自身の身体性に降りかかるもの

であり、バトラー的に言えばまさに「私」という

輪郭こそが侮辱され、傷つけられるのである。 
 非常に先進的な思考方法で問題の本質に接近し

た著者の業績は特筆に値するものであり、たとえ

法学的に、あるいは立法の面で有用性を発揮でき

なかったとしてもなお、本書はそれ以外の分野に

も有益な示唆を与えてくれるものと考える。 

                                                        
16 師岡（2013）、p. 213。 
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